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1．背景 

 

地球温暖化は、地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり、我が国

においても異常気象による被害の増加、農作物や生態系への影響等が予測されています。地

球温暖化の主因は人為的な温室効果ガス排出量の増加であるとされており、低炭素社会の

実現に向けた取組が求められています。 

国際的な動きとしては、平成２７年（２０１５年）１２月に、国連気候変動枠組条約第  

２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）がフランス・パリにおいて開催され、新たな法的枠組みで

ある「パリ協定」が採択されました。これにより、世界の平均気温の上昇を産業革命から２℃

未満にとどめるべく、すべての国々が地球温暖化対策に取り組んでいく枠組みが構築され

ました。 

我が国では、平成１０年（１９９８年）に地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０

年法律第１１７号。以下「温対法」という。）が制定され、国、地方公共団体、事業者、国

民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組みが定められました。 

また、平成２８年（２０１６年）に、地球温暖化対策計画（平成２８年５月１３日閣議決

定）により、我が国の中期目標として、温室効果ガス排出量を令和１２年度（２０３０年度）

に平成２５年度（２０１３年度）比で２６％減とすることが掲げられました。さらに、令和

３年（２０２１年）には、４６％減とすることに変更されました。 

地方公共団体には、温対法第２１条第１項により、地方公共団体実行計画を策定し、温室

効果ガス削減のための措置等に取り組むよう義務づけられています。また、地球温暖化対策

計画においても、地方公共団体実行計画を策定し実施するよう求められています。 

本町においても、自らが行う事務・事業に伴う温室効果ガスの排出を抑制し、地球温暖化

対策の推進を図るため「阿久比町庁内エコアクションプラン」（以下「前計画」という。）を

策定し、目的達成に向けて取り組んできました。 

「あぐいエコアクションプラン」（以下「本計画」という。）は、前計画の内容を見直すと

ともに、引き続き目的達成に努めるよう策定するものです。 

また、この取り組みにより国連が提唱する国際目標「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」 

への貢献を目指すとともに、地球温暖化対策の推進に努めます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

図１ ＳＤＧｓ（１７のアイコン） 
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2．基本的事項 

 

目的 

本計画は、温対法第２１条第１項に基づき、地球温暖化対策計画に即して、本町が行う事

務・事業に関し、温室効果ガスの排出を抑制するとともに、来訪者や施設利用者に対しても

啓発や情報提供を行い、地球温暖化対策の推進を図ることを目的として策定するものです。 

 

計画の位置づけ 

本計画は、温対法第２１条第１項に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）であり、

上位計画である「第６次阿久比町総合計画」に即し、策定します。 

 

図２ 本計画の位置づけ 

 

対象とする範囲 

対象とする範囲は、本町が行う全ての事務・事業とし、全ての組織及び施設を対象としま

す。（別表１） 

なお、外部委託等により個別のエネルギー使用量の把握が困難な施設や事業は対象から

除外しますが、温室効果ガスの抑制について可能な限り、本計画の趣旨に沿った取組実施を

要請するものとします。 

根拠法等 

地球温暖化対策の 

推進に関する法律 

（温対法） 

地球温暖化 

対策計画 

上位計画 

第６次阿久比町 

総合計画 

あぐいエコアクションプラン 

地方公共団体実行計画（事務事業編） 
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対象とする温室効果ガス 

対象とする温室効果ガスは、温対法第２条第３項に掲げる７種類の物質のうち、「二酸化

炭素」、「メタン」、「一酸化二窒素」、「ハイドロフルオロカーボン」の４種類のみを調査対

象物質とします。なお、「パーフルオロカーボン」、「六ふっ化硫黄」、「三ふっ化窒素」は、

排出量の把握が困難であるため、対象から除外します。 

 

対象とする温室効果ガスの種類及び発生原因 

ガスの種類 発生原因 

二酸化炭素（ＣＯ２） 
電気の使用、燃料の使用（重油、都市ガス、軽油、ガソリ

ン、液化石油ガス、灯油） 

メタン（ＣＨ４） 自動車の走行（軽油、ガソリン） 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 自動車の走行（軽油、ガソリン） 

ハイドロフルオロカーボン

（ＨＦＣ） 
自動車用エアコンディショナー使用 

 

基準年度・計画期間 

基準年度を令和元年度（２０１９年度）とし、計画期間を令和４年度（２０２２年度）か

ら令和１２年度（２０３０年度）までの９年間とします。また、技術進歩や社会情勢の変化、

対象施設の増減等が想定されることから、計画開始から３年後の令和７年度（２０２５年度）

に、計画の見直しを行います。 

※基準年度とは、各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するための基準と

して、各地方自治体が独自に設定する年度をいいます。 

 

項 目 
年 度 

元年度 ･･･ ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ･･･ １２年度 

期間中の
事項 

基準 
年度 

 
計画 
開始 

  
計画 
見直し 

 
目標 
年度 

計画 
期間 

        

図３ 計画期間のイメージ 
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3．温室効果ガスの排出状況 

 

本町の事務・事業に伴う温室効果ガス総排出量（二酸化炭素換算値）は、基準年度である

令和元年度（２０１９年度）において、１，７１９，２６２ｋｇ－ＣＯ２となっています。 

 

温室効果ガス総排出量の内訳 

区分 排出量（ｋｇ－ＣＯ２） 

二酸化炭素（ＣＯ２） １，７１７，３４４ｋｇ－ＣＯ２ 

メタン（ＣＨ４） ９４ｋｇ－ＣＯ２ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） １，６４２ｋｇ－ＣＯ２ 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） １８２ｋｇ－ＣＯ２ 

※ｋｇ－ＣＯ２とは、温室効果ガスの発生量（重量ｋｇ）を表す単位のことで、異なる種

類の温室効果ガスをＣＯ２基準で換算して重量で表したものです。 

 

また、エネルギー種別では、電気が全体の７１.５％を占め、次いで重油１３．４％、都

市ガス９．６％、軽油３．４％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 令和元年度（２０１９年度）エネルギー種別の「温室効果ガス総排出量」の割合 

 

  

電気

71.5%

重油

13.4%

都市ガス

9.6%

軽油

3.4%

ガソリン

1.8%

その他

0.3%

電気

重油

都市ガス

軽油

ガソリン

その他



5 

1,719,262

1,203,483

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

基準年度（令和元年度） 目標年度（令和１２年度）

（ｋｇ－ＣＯ２）

4．温室効果ガスの排出削減目標 

 

目標設定の考え方 

地球温暖化対策計画等を踏まえて、本町の事務・事業に伴う温室効果ガスの排出削減目標

を設定します。 

 

温室効果ガスの削減目標 

目標年度（令和１２年度）に、基準年度（令和元年度）比で３０％削減することを目標と

します。 

温室効果ガスの削減目標（単位 ｋｇ－ＣＯ２） 

項 目 基準年度（令和元年度） 目標年度（令和１２年度） 

温室効果ガスの総排出量 １，７１９，２６２ １，２０３，４８３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 温室効果ガスの削減目標 

  

温室効果ガス 

令和元年度比 

３０％削減 
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5．目標達成に向けた具体的な取組 

 

取組の基本方針 

温室効果ガスの排出要因である、電気及び燃料等のエネルギー等使用量の削減に重点的

に取り組みます。 

 

温室効果ガスの排出抑制に直接的に資する取組内容 

 次の取組項目は、本町の事務・事業に直接的に資する取組です。 

①「使用量削減」に努める 

 ●照明 

  ・業務時間外は、特別な場合を除き、必要最小限の点灯とする。 

   ※特別な場合とは、来客時、緊急時、時差出勤職員が勤務中などを指す。 

  ・昼休み（正午から午後１時）は、窓口を除いて消灯を徹底する。 

  ・会議等で別室を使用する場合は、終了時間を設定する。 

 ●空調 

  ・冷暖房温度の適正化を徹底する。 

  ・運転時間は業務時間内とし、業務時間外の運転は基本的に停止する。 

  ・空調機フィルターの定期的な清掃、点検で適正管理を行う。 

  ・クールビズ、ウォームビズを実施し、冷暖房の使用抑制に努める。 

 ●ＯＡ機器 

 ・常時使用しない電化製品は、コンセントからプラグを抜く等の節電に努める。 

  ・長時間の離席時にはスリープ機能等を活用し、パソコンの画面を消灯する。 

  ・各部署の最後に退勤する者は、ОＡ機器等の電源オフを確認する。 

 ●公用車 

  ・近距離は徒歩で移動する。 

  ・発進時の「ふんわりアクセル」（５秒で２０ｋｍ/ｈが目安）を徹底する。 

・車間距離にゆとりをもって、急加速・急減速を減らす。 

  ・減速時には、早めのアクセルオフをする。 

  ・暖房時には、Ａ/Ｃをオフにする。 

  ・駐車時はエンジンを切る。 

  ・不要な荷物を下ろす。 

  ・出張時等は公共交通機関や、相乗りの積極的な利用に努める。 

  ・タイヤの空気圧等の日常点検に努める。 

 ●その他 

  ・ノー残業デーには、終業の１５分後までに退庁する。 

  ・エレベーターを接客、物品運搬、緊急時等以外は使用しない。 

・来訪者及び施設利用者への協力を呼びかける。 

②「環境配慮」を推進する 
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 ●施設設備等の改善 

  ・再生可能エネルギーの導入を検討する。 

  ・ＬＥＤ照明を導入する。 

  ・ハイブリッド車や電気自動車等を導入する。 

 

温室効果ガスの排出抑制に間接的に資する取組内容 

次の取組項目は、本町の温室効果ガス排出量に直接的に影響を与えるものではないため、

温室効果ガス総排出量として換算はしませんが、社会全体の温室効果ガス総排出量の削減

に寄与するものであることから、継続的に推進を図るものとします。 

 ①「使用量削減」に努める 

●水 

 ・給湯室や洗車時の節水に努める。 

●紙 

  ・両面、割付印刷をする。 

  ・文書の配布が必要かどうかを検討し、印刷を最小限にする。 

・パワーポイント等の利用や、タブレット端末の導入による会議等のペーパーレス化

に努める。 

・ミスコピーの防止に努める。 

  ・職員間で共有する文書はファイルサーバーやポータルサイト等を利用し、印刷が必

要な場合は裏紙の利用を徹底する。 

  ・シュレッダーの使用は、機密文書、個人情報を含む文書のみとする。 

②「廃棄物削減」に努める 

   ・ごみの分別を徹底し、可能な限りリサイクルに努める。 

   ・個人ごみを排出しないよう努める。 

   ・使い捨て製品の購入を抑制し、詰め替え可能な製品や再生品、リサイクルしやすい

製品を選択する。 

③「環境配慮」を推進する 

 ●公共事業 

  ・環境負荷が少ない工法を選択するように努める。 

  ・建設副産物のリサイクル、廃棄物の削減、適正処理に努める。 

  ・環境に配慮した資材・建設機械の使用に努める。 

  ・公共施設の緑化に努める。 

●物品購入 

  ・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づいて、

環境負荷が少ない製品やサービスを選択する。 

・在庫数を把握し、適正な量を購入する。 
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6．進捗管理体制と進捗状況の公表 

 

推進体制 

建設経済部長をエネルギー管理統括者とし、事務局にてとりまとめた結果を年度ごとに

幹部会議に報告します。 

また、各課から選任された１名の代表者により構成された職員エコ対策研究会を設置し、

本計画を着実に推進します。 

 

図６ 推進体制組織図 

  

幹部会議 

 報告を受けて、取組に対して指示及び指導をする。 

 

エネルギー管理統括者（建設経済部長） 

年度ごとに計画の実施状況、評価及び点検の結果等を幹部会議に報告す

る。 

事務局（建設環境課） 

 エネルギー等使用量をとりまとめ、エネルギー管理統括者へ報告する。 

 取組状況の点検及び評価並びに計画の進捗管理をするとともに、職員への啓発をす

る。 

職員エコ対策研究会（各課１名） 

 エネルギー等使用量の集計結果を所管課長の承認を受け、毎月事務局へ報告する。 

課内職員へ計画を周知し、活動の推進を図るとともに、意見を取りまとめ、会議に

て報告及び検討する。 

全職員 

 あぐいエコアクションプランに取り組み、取組状況の問題点等を提起する。 
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取組内容の見直し及び結果公表 

本計画に基づく目標及び取組内容については、令和７年度の計画見直し時に加えて必要

に応じて適宜見直します。また、温室効果ガスの排出量を含む前年度の実施結果及び今後の

取組について、ホームページ等で公表するとともに、全職員に周知します。 

 

職員への環境教育の実施 

地球温暖化対策の推進に向け、職員に対して講習会や研修会を実施します。  
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別表１ 取組対象施設一覧 

施 設 名 

阿久比町役場庁舎 職員駐車場 

中央公民館本館 多目的ホール（アグピアホール） 

消防団東部分団詰所 消防団英比分団詰所 

消防団草木分団詰所 消防団本部詰所 

消防団南部分団詰所 防災倉庫 

ほくぶ幼稚園 英比保育園 

草木保育園 宮津保育園 

城山保育園 北原保育園（休園） 

英保育園（休園） 卯ノ山児童館 

げんきッズ東部 オアシスセンター 

勤労福祉センター 丸山公園武道場 

花かつみ園 阿久比排水機場 

丸山公園 矢口公園 

宮津公園 卯ノ山公園 

高根台中央公園 高根台西公園 

高根台東公園 植公園 

山田中央公園 山田東公園 

富士塚公園 中島公園 

福池公園 柏原公園 

東原公園 さるこ公園 

いたちだ公園 白沢台中央公園 

六反田公園 福住園高台西公園 

福住園高台南公園 坂部駅西公園 

後畑公園 阿久比駅前公園 

小廻間公園 小廻間その２公園 

親水公園 矢勝川緑地 

西徳吉公園 陽なたの丘南公園 

陽なたの丘中央公園 陽なたの丘東公園 

西徳吉その２公園 卯坂南公園 

殿越川景観整備地（緑地） 白沢ホタルの里 

矢勝川除塵機監視カメラ 前田川除塵機監視カメラ 

英比川除塵機監視カメラ 八ケ谷配水場 

草木配水場 高根配水場 

東部増圧ポンプ場 卯坂猿田マンホールポンプ 
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草木平池マンホールポンプ 学校給食センター(ＡＧＵＭＯＧＵ) 

東部小学校 英比小学校 

草木小学校 南部小学校 

阿久比中学校（令和５年３月増築） 図書館 

ふれあいの森 ふれあいの森ホタル観察室・養殖場 

阿久比スポーツ村 スポーツ村交流センター（アグスポ） 

子ども総合支援センター 板山グランド 

白沢グランド 草木グランド 

もちの木園  
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